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調査研究実績 

の概要○○○ 

 
地域貢献への 

反映を踏まえ 

て記述のこと 

１．概要 

次の３つの分野を対象に地域情報のオープン化，および，活用方法を検討した 

１）防災情報（河川氾濫を想定した浸水被害に関する情報） 

２）地方議会会議録（データベース化のためのデータ抽出の検討） 

３）医療分野（電子カルテにおける用語の統一化手法の検討） 

以下，順に説明する． 

 

２．防災情報：ＧＩＳに基づく防災関連情報のインタラクティブな提示 

自然災害の被害を軽減（減災）するためには，個々の住民が防災意識を高め，災害時にど

のように行動すべきかを日頃からシミュレーションしておくことが重要である． 

本調査研究では災害時の行動計画立案に必要な情報を，個々の住民に合わせて分かりやす

く提示する機能を持つ電子ハザードマップの構築を目的として，必要となる機能やデー

タ，実装方式について検討した．なお，調査研究にあたっては総社市と本学との共同研究

に連携し，総社市域における水害（河川氾濫）に対するハザードマップを対象とした． 

基本となる考え方：利用者がマウス等で指定することにより，必要な情報を必要な詳細度

で簡単に提示できるインタラクティブ的なものとする．また全ての情報を地理情報システ

ム（GIS:Geographical Information System）とオープンなデータ形式で統一的に扱う．ま

た自治体での実利用を想定し，地図や各種データは原則として公的機関が整備しているも

のを利用する（私企業のものは使わない）． 

次頁に続く 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究実績 

の概要○○○ 

 

 
地域貢献への 

反映を踏まえ 

て記述のこと 

①機能：利用者が地図上で現在地を指定することにより，一定距離以内でかつ現在地より

浸水深が深くない（危険でない）避難所とそこまでの大まかなルートが提示できる．ま

た，想定浸水区域や土砂災害区域，避難施設等の表示・非表示を利用者が設定できる． 

②必要なデータ：想定浸水区域，避難所等の情報（総社市からご提供頂いた），対象区域

の地図，特に道路の位置情報データ（国土地理院が公開している数値地図等を利用） 

③実装方式：地図および地図上への情報提示にはOpenLayers(Java scriptのlibrary)を利

用する．浸水想定区域と指定

した位置との重なりのチェッ

クにはNoSQLであるMongoDBを

利用して高速化を図る．経路

探索にはグラフデータベース

であるNeo4jを使い最短経路探

索を行う． 

 

以上を実装し，動作を確認し

た．右図が作成したハザード

マップの一部である．最終的

な成果は総社市に提供され同

市のウエブサイトで稼働して

いる．この成果は山陽新聞

（倉敷・総社面2015.3.18），

読売新聞（岡山版2015.3.20）

にて紹介された．また，本成

果の一部について「減災情報

システム合同研究会（電子情

報通信学会・地域安全学会）」において口頭発表を行った． 

 

３．地方議会会議録の情報の構造化 

国内の各自治体は自治体ごとに固有の課題を持つ一方で，高齢化，過疎化，観光産業の活

性化など共通の課題を多く持ち，行政・議会において多くの議論が行われている．これら

の知見を自治体の枠を超えて共有化するために，地方議会会議録をその内容によって分類

し可視化する技術の検討を進めている． 

平成２６年度は議事録のデータベース化を行い，LDA(潜在的ディリクレ分配法)と呼ばれ

る手法に基づいて県内の会議録を自動分類するプログラムを作成し，小規模データで動作

を確認した． 

 

４．健康・医療分野のデータ活用のための医療用語の正規化 

健康・医療分野のデータを計算機で集約，分析することにより，当該分野におけるサービ

ス向上，コスト低減化を図ろうとする試みが行われている．これを行うための基本技術と

して健康・医療分野の文書（テキスト）における医療関係の言語表現の多様性を吸収する

研究を行った．今年度は初年度ということで，既存の情報検索の手法を適用することによ

り，正解率65%程度となることを確認した．この結果は評価型ワークショップ(NTCIR11-

MENLP2)において口頭発表を行った． 
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電子ハザードマップ：指定した位置に対する避難所提示 


